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第１２章 苦情処理手続

１ 総則

ａ 目的

この章は、この契約に基づき提供される従業員の苦情を処理するための手続を定めることを目的とする。ただし、

第９章の下で取り扱われる保安上の理由による解雇には適用しないものとする。Ａ側は、この章の規定をすべての

従業員に周知させ、かつ、利用できるようにしなければならないものとする。

ｂ 定義

苦情とは、従業員が自己の雇用のいずれかの部面について有する不満であって、不満をもつ者自身によって申し

立てられるものをいう。

ｃ 苦情の受理

従業員の苦情は、２に規定するところに従い、その者の勤務する現地施設の権限を有する者又はその委任を受け

た者が受理し、処理するものとする。苦情の受理及び処理に先立ち、従業員及び監督者は、非公式の協議により問

題を解決するよう最大限努力し、あらゆる手段を講ずるものとする。従業員はまた、職場における他の従業員によ

る自己に対するパワーハラスメント行為については、第８章Ｄ節１ａ及び１ｂに基づき契約担当官代理者と協議す

ることができるＢ側の地方機関の長に、勤務時間外において相談できるものとする。

苦情は、苦情の原因となる行為及び／又は状態が従業員の知るところとなった後１８０暦日以内に提出しなけれ

ばならない。苦情は、日本語又は英語により提出する。雇用を解除された従業員が提出する苦情は、その者が最後

に雇用されていた現地施設の契約担当官代理者に付託され、２ｃに定める第３段階において最初の審問を受けるも

のとする。制裁措置に関する苦情についても、同様に第３段階において最初の審問を受けるものとする。Ａ側の権

限外の事項に関する苦情は、受理されない。その苦情がＢ側に関係するものである場合には、従業員に対し、その

事案につきＢ側の地方機関の長と話し合う権利があることを通知するものとする。

ｄ 禁止

従業員がこの章の規定に基づいて行動したことを理由として、従業員に対し差別的な措置をとることはないもの

とする。

２ 苦情処理手続

ａ 第１段階

(1) 従業員が苦情を有する場合には、直上の監督者に対し、在日米軍様式１７ＥＪ「ＭＬＣ第１段階苦情申立書」

の様式を用いて、文書により苦情を申し立てるものとする。従業員は、自己の選定する２名以内の同僚従業員を

同伴し、かつ、その者に自己を代理させることができるものとする。申し立てられた救済措置が監督者の権限内

である場合には、監督者は、迅速、かつ、公平にその苦情を審査するものとする。監督者は、本質的な事実を収

集し、検討して、従業員が苦情を申し立てた後１０暦日以内に文書により、その従業員に、事案についての決定

及び従業員が次の上位の監督者とその事案について話し合う権利を有することを通知するものとする。申し立て

られた救済措置が監督者の権限外である場合には、監督者は、その申立書を契約担当官代理者に送付するものと

する。

(2) 従業員は、直上の監督者に苦情を申し立てることが自己の利益に反するという確かな理由があると信ずるとき

は、直上の監督者に苦情を申し立てることなく、次の上位の監督者に申し立てることができるものとする。

(3) 従業員は、直上の監督者又はその次の上位の監督者から決定の通知を受領した場合にその決定に不服であると

きは、決定の通知を受領後６暦日以内に、自己の勤務する作業単位の責任を有する監督者より下のいずれの階層

の監督者に対しても救済を求めることができるものとする。この場合、第１段階の決定を行うものとし、従業員

に３０暦日以内に文書により通知する。第１段階における決定に不服であるときは、従業員は、決定の通知を受

領した後１５暦日以内に、在日米軍様式３３３ＥＪ「ＭＬＣ第２段階苦情申立書」の様式を用いて、文書により

苦情を直上の監督者に申し立てることができるものとする。監督者は、苦情申立書の受領後６暦日以内に、その

苦情申立書を契約担当官代理者に送付するものとする。

ｂ 第２段階

(1) 苦情申立書を受領し、契約担当官代理者が、Ａ側の権限内で対応し得る不服事由が存在すると決定した場合に

は、契約担当官代理者は調査を開始するとともに、従業員に対して、苦情申立ての機会を与えるものとする。ま

た、従業員は苦情を直接知っていた２名以内の証人が、従業員を支持する口頭陳述又は証拠を提出する機会を与

えられるものとする。
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契約担当官代理者は、苦情申立書を受領した後３０暦日以内に、従業員に決定書を交付するものとする。その

決定書には、決定の根拠及び更に苦情の申立てをする権利を有することを記載するものとする。

(2) 従業員は、契約担当官代理者の決定に不服である場合には、その決定書を受領した後１５暦日以内に、在日米

軍様式３２８ＥＪ「ＭＬＣ第３段階苦情申立書」の様式を用いて、文書により契約担当官代理者に苦情を提出す

ることができるものとする。契約担当官代理者は、その苦情申立書を上訴担任契約担当官代理者に送付するもの

とする。第１段階及び第２段階における記録、事実認定、勧告及び決定並びに従業員の答弁を含む全ての書類に

契約担当官代理者が適当とする意見を添えて、上訴担任契約担当官に送付するものとする。

ｃ 第３段階

(1) 上訴担任契約担当官代理者は、第３段階苦情申立書を受領した後１０暦日以内に、決定を行うか、又は追加の

調査が必要と判断した場合には、事案を現地施設苦情処理諮問委員会に付託することができるものとする。第３

段階苦情申立書が、前段階の苦情処理において検討されなかった新たな証拠又は事実の提出に基づく場合、事案

は再審査のため第２段階に差し戻すものとする。

(2) 現地施設苦情処理諮問委員会は、上訴担任契約担当官のために速やかに追加の調査照会を行い、必要であれば、

その従業員が出席する審問会を設定することができるものとする。従業員は、自己の選定した２人以内の同僚従

業員を同伴して審問会に出席し、かつ、その者に自己を代理させることができるものとする。

従業員は、自己の主張を述べ、陳述を裏付ける証拠文書を提出する十分な機会及び自己の立場を支持する証拠

又は目撃証言を提供する証人を審問会に出席させる十分な機会を与えられるものとする。従業員は、また、自己に

不利益な証拠に対して答弁する機会を与えられるものとする。

審問会は、証拠についての厳密な法律上の規則によることなく、非公式な方法で行なわれるものとする。第３段

階の審問会においては、審問会に参与した者の氏名、従業員の苦情についての陳述及び各人の証言の概要又は遂語

記録を記載した記録を作成するものとする。現地施設苦情処理諮問委員会は、この記録に同委員会の事実認定及び

勧告を添えて上訴担任契約担当官代理者に送付するものとする。上訴担任契約担当官代理者は、事実認定及び勧告

を受領した後１０暦日以内に決定書を従業員に交付するものとし、決定書には、従業員が更に苦情の申立てをする

権利を有することを記載するものとする。決定書の写し１部は、Ｂ側の地方機関の長に送付されるものとする。上

訴担任契約担当官代理者の決定に不服である場合には、従業員は、決定書を受領した後１５暦日以内に、在日米軍

様式３３２ＥＪ「ＭＬＣ苦情再審査申立書」の様式を上訴担任契約担当官代理者に提出することができるものとす

る。従業員が作成した在日米軍様式３３２ＥＪ「ＭＬＣ苦情再審査申立書」の様式を受領した上訴担任契約担当官

代理者は、その写し１部を自身の控えとし、契約担当官に原本１部、Ｂ側の地方機関の長に写しを１部送付するも

のとする。

ｄ 最終段階

最終段階における再審査の申立てが新たな証拠に基づいている場合には、事案を再審査のため第３段階に差しも

どすものとする。上訴担任契約担当官代理者は、第１段階、第２段階及び第３段階における記録、事実認定、勧告

及び決定並びに従業員の人事記録を含むすべての書類に意見を添えて、契約担当官に送付するものとする。契約担

当官は、事案を受領した後３０暦日以内に、従業員に、事案についての決定を通知するものとする。その決定書の

写し１部は、Ｂ側の地方機関の長に送付されるものとする。再審査の要求が契約担当官によって検討される間に、

指揮系統の主管者が再審査の申立てについて、従業員の希望する是正措置をとることが妥当であると認めた場合に

は、契約担当官は、是正措置をとるよう指示するものとする。この場合、従業員は、その旨を指揮系統を通じて通

告され、事案は、契約担当官代理者に差しもどされるものとする。

３ 現地施設苦情処理諮問委員会

ａ 委員

上訴担任契約担当官代理者は、現地施設苦情処理諮問委員会を設置できるものとし、同委員会は、米軍側委員２

人（通常士官１人（委員として参加可能な士官がいる場合）、軍属１人）及び現地施設のＭＬＣ従業員１人により

構成されるものとする。米軍側委員２人のうち１人は議長に任命されるものとする。

ｂ 責任

現地施設苦情処理諮問委員会は、第３段階に付託された苦情で、上訴担任契約担当官代理者によって同委員会に

付託された苦情を審査及び調査するものとし、更にその事案に関するすべての事実を、十分、かつ、公平に聴取し、

考慮した後、初めて、上訴担任契約担当官代理者に対して苦情に関する勧告をするものとする。

ｃ 手続

現地施設苦情処理諮問委員会は、上訴担任契約担当官代理者から付託されたすべての苦情について審問会又は面
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談を行うことができるものとする。同委員会は、必要がある場合には、現地施設の職員又は従業員に対して、助力

を求め、証拠の提出及び関係記録又は関係資料の提供を求めることができるものとする。

ｄ 事実の認定及び勧告

現地施設苦情処理諮問委員会は、各苦情に関する同委員会の事実認定及び勧告に、調査、審問会又は面談の逐語

記録又は概要記録を添えて上訴担任契約担当官代理者に送付するものとする。少数意見がある場合には、多数及び

少数の両意見を勧告に添えて送付するものとする。

４ 苦情の申立て

従業員は、苦情を日本語又は英語で申し立てることができるものとする。申立書には、苦情の内容を明らかにし、

かつ、その従業員が希望する救済措置を記載するものとする。日本語で申し立てた従業員の苦情は、Ａ側によって翻

訳されるものとする。Ａ側は、必要がある場合には、通訳を提供するものとする。決定は、従業員に対し、英語及び

／又は日本語で与えられるものとする。従業員が勤務時間及び／又は政府の財産（例：コンピューター、印刷に用い

る用紙等）を苦情申立て及びその他の苦情申立てに係る資料を作成するために使用することを禁止する。

５ 会合及び審問

この規定に定める手続に参加する従業員には、有給管理休暇を与えるものとする。

６ 同様の主旨と解されるか同一の証拠に基づいた苦情申立てが同一人物により複数回申請される場合

第２段階以降、過去に苦情処理を行い、担当官が決定書を交付した事案と主旨が同じか、又は同一の証拠に基づい

た苦情を再度申し立てていると判断した場合、その決定書には、棄却の概要として、過去に処理した案件と同様であ

ること、加えてその案件の申立書及び決定書を明確にし、更に第２段階及び第３段階においては、苦情の申立てをす

る権利を有することを記載するものとする。


